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25　多数当事者関与の仲裁に関する諸問題

　　　一仲裁人の選定の問題を中心として一
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1．多数当事者関与の仲裁の実質的意義

　仲裁の一つの形態である多数当事者関与の仲裁の数は，最近15年間で特に増

加してきており（1），そしてこのような現象は，従来の仲裁法を現実の国際取引の

状況に適合させる必要のあることを顕著に示すものといえる（2）。仲裁が，国際取

引において発生する紛争の公的な処理手段にまで高められており（3），それゆえ

に企業の事業発展にとって不可欠の要素になっている（4）という現状を見れば，

（1）　この点について，∫α」傭四6舵7，0verview　of　the　Issues　of　Multi－party

　Arbitration，in：Multiparty　Arbitration，hrsg．von　Intemational　Chamber

　of　Commerce，199！，S．9参照。

（2）　この点に関しては，・4．β％6h6プ，DieneueintemationaleSchiedsgerichtsbar－

　keit　in　der　Schweiz，1988，S．13－18参照。

（3）B％oh67，a．a．0．，S．13。なお，Marc　Rich対Societa　Italiana　Impianti事件

　（Marc　Rich　v．Societa　Italiana　Impianti，Recueil1991，7／1－3855ff．，3865，Nr．

　3）で，〃l　Z）礎魏伽がヨーロッパ裁判所において陳述した意見についても参

　照のこと：「国際取引が拡大したことによって，国際仲裁は，世界レベルで，

　『国際商事紛争を解決するのにますます頻繁に用いられる手段』となっている。」

（4）　κ6昭解6％s，Probleme　des　griechischen　Schiedsverfahrensrechts　aus
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個別の事例において，伸裁当事者同士が実体法上（特に商法上）いかなる関係

にあるかということが，当該仲裁手続の構造に影響を与え，その構造を決定づ

けることになるのは明らかである。したがって，仲裁手続における伝統的な二

当事者対立構造が，仲裁手続へ複数の当事者が参加する（これは多数当事者関

与の仲裁という概念の一般的な徴表といえる（5））ことによって拡張される際に

は，直接の取引原因が，かかる拡張の基礎となる。というのも，取引原因は，

複数の仲裁当事者が直接あるいは間接に義務を負っている実体法上の契約の構

造と，直接結び付くものだからである。複数の仲裁当事者が直接あるいは間接

に契約上の義務を負う場合とは，第一に，三当事者またはそれ以上の当事者の

間に多面的契約関係（mehrseitiges　Vertragsverhaltnis）が存在する場合（例え

ば，共同事業体や合弁事業の場合〉，第二に，二当事者間に主たる契約

（Hauptvertrag）があって，その実現のために主たる契約の当事者の一方と第三

者との間で従たる契約（Subvertrag）が締結されている場合（例えば，建築工事

請負契約において建築工事請負人が建築家と契約を締結する場合（6）），をい

う（7）。要するに，仲裁契約の当事者でない第三者がその仲裁契約に拘束されるこ

とになる場合が，おそらくありうるであろう，ということである（8）。

　rechtsvergleichender　Sicht，ZZP92　（1979），413．

（5）　この点について例えば，κ」）．〃i勿召解，Les〉〉tiers－partenaires〈〈en　ar－

　bitrage．Essai　sur　les　litiges　multi－partites　en　droit　francais　et　en　droit

　allemand（Th6se1987），S．151五Po名召，Theory　and　practice　of　Multiparty

　Commercial　Arbitration1990，S．401Glll乞s四6飽7，a．a．0．，S．10参照。

（6）　とりわけ建築工事契約（Bauvertrag）から生じる紛争の分野で多数当事者関

　与の仲裁が発展してきたという点については，7物。P6∂痂，MultipartyContro－

　versies　in　Intemational　Construction　Arbitrations，171ntL（1983），669－6801

　Th．S⑳伽o爾oh，Arbitaration　and　the　Multiparty　Dispute：The　Search　for

　Workable　Solutions，7210waLR（1987），473ff，478－482参照。

（7）　この点について詳細は，G　B67痂勉，Arbitration　in　Multi－Party　Business

　Disputes，in：Intemational　Arbitration　in　Multi－Party　Commercial　Dis－

　putes．Materials　of　an　International　Symposium　Warsaw1980，1982，S．12

　ff．，13－16＝YCA　V（1980），291ff．＝L7arbitrato　nelle　controversie　commer－

　ciali　che　interessano　piO　di　due　parti，RassArb1980，127ff．1∫ノ4た％δ02〃s勉，

　ibid。，S．58－76；Eo襯o％hos，Mehrparteienschiedsgerichtsbarkeit，Dike

　12（1981），189－191（griech．）l　P　B6規αz漉初，Examination　of　the　Issues

　Involved　in　Drafting　Arbitral　Clauses，in　l　Multi－party　Arbitration，ICC，

　1991，S．99ff．；κPβ6彫7，Intemationale　Wirtschaftsschiedsgerichts－

　barkeit1992，S．206－207を参照。
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　上で述べた二つの場合のそれぞれに，多数当事者関与の仲裁における基本的

な問題が要約されている。前者の，三当事者またはそれ以上の当事者の間で一

つの契約が締結されている場合（9），即ち，いわゆる水平的な債権債務関係

（horizontale　Verbindung　von　Schuldverhaltnissen）が認められる場合（10）に

は，仲裁裁判所を構成する仲裁人の数が問題となる（11）。後者の，法律上の依存

関係または共通の経済目的によって結び付いている異なる二当事者間の契約関

係が複数存在する場合（12），即ち，いわゆる垂直的な債権債務関係（vertikale

VerbindungvonSchuldverhaltnissen）が認められる場合（13），には，二つの重

要な問題が生じてくる。第一の問題とは，主たる契約の当事者間に係属してい

る仲裁手続に従たる契約の当事者が参加するための要件は何か，あるいは，既

に各契約の当事者間に係属している複数の仲裁手続を併合（consolidation）す

ることは可能か，という問題である（14）。第二の問題とは，仲裁契約の効果が第

三者に主体的に拡張される（これは，仲裁契約の性質を基礎として論じられる

べき問題である（15））場合に，利害関係を有する第三者が仲裁手続に参加するこ

とは認められるか，そしてもし認められるとすれば，いかなる要件の下で認め

られるのか，という問題である（16）。

（8）　この点については，〃ψσ㎎a．a．0．，S．52－54，61を参照。

（9）E五硲ohα，Die　Mehrparteienschiedsgerichtsbarkeit，FS　BUlow　l981，S。85

　ff．，87－88も参照。

（10）　ノl　S2ゐ2，Disputes　in　joint　ventures　and　with　subcontractors，in：Intema－

　tional　Arbitration　in　Multi－Party　Commercial　Disputes1982，S．77参照。

（11）B6擁勉，in：Intemational　Arbitration　in　Multi－Party　CommerciaI　Dis－

　putes，S．14二YCA　V（1980），292－293＝RassArb1980，129；B67％απ！初乞，

　a．a．0．，S．99；∫Go6461，Examination　of　the　Issues　Involved　in　Drafting

　Arbitral　Clauses，in：Multi－party　arbitration，ICC，1991，S．105－110．

（12）　L召s6hα，FS　BUlow1981，S．881〃ψα観，a．a．0．，S．72ff．

（13）Sgゐ2，a．a．0．，S．77参照。

（14）　B67痂痂，a．a。O．，S．14－15＝YCA　V（1980），293－294＝RassArb1980，129

　－1301Bθ7ηαπ！1n♂，a．a．0．，S。100－101；0σヒ！61，a．a．O．，S．110－113．なお，〃％sJll／

　Boッ4，The　Law　and　Practice　of　Commercial　Arbitration　in　England，2nd

　edit。，1989，S．141も参照。

（15）　この点について，P　S6hloss67，Das　Recht　der　intemationalen　privaten

　Schiedsgerichtsbarkeit，2．AufL，1989，Rdnr．425，S．323，Rdnr．716，S。5231

　S6h2槻δ／肱舵7，Schiedsgerichtsbarkeit，4．Aufl．，1990，Kap．2112，S．176参

　照。ギリシャ法に関しては，κα怨認os，DieVerk茸ndungdesSchiedsprozesses，

　Nomikon　Vema25（1977），1421ff．，1430（griech．）を参照。
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　以上述べたように，多数当事者関与の仲裁に関する基本的な諸問題は，関連

する法律関係の構造から抽出されてくるものである。特に次の三つの問題は，

多数当事者関与の仲裁の分野で取り上げられ，かつ適切な仲裁秩序によって規

制を受けるべき，極めて重要な点といえる。第一は，仲裁手続の一方または双

方の側に複数の当事者が含まれている場合における，仲裁裁判所の構成の問題

である。第二は，仲裁判断の結果によって自己の実体法上の地位が影響を受け

る第三者の，仲裁手続への参加の問題である。第三は，共通の法律問題および

事実問題を扱う，係属している複数の仲裁手続の併合の可能性の問題である。

これら三つの問題のうち，中でもとりわけ深刻なのは，第一の，多数当事者関

与の仲裁の事例において仲裁裁判所を構成する仲裁人の数の問題である（17）。と

いうのも，この問題を解決するためには，各仲裁当事者の仲裁人を選定する権

利（18）の理論的根拠を明らかにする必要があり，かつ同時に，全ての法治国家の

仲裁手続にとって本質的な要件である平等の原則（Gleichheitsgrundsatz）の適

用を考慮に入れなければならない（19）からである。ここで，仲裁裁判所の構成に

際して平等の原則が適用されるということは，次のことを意味する。即ち，仲

裁裁判所を構成する際の仲裁人の選定方法は，全ての仲裁当事者に平等なもの

でなければならない，ということである。この「選定方法の平等」は，1980年

のワルシャワ・シンポジウムにおけるはじめての詳細な議論（20）の結果，多数当

事者関与の仲裁の基本的要件として認められた（21）ものである。仲裁裁判所の構

成について平等の原則が適用されるとすると，多数当事者関与の仲裁の事例に

おいては，現実的な考慮に基づき，事例ごとに適切な解決策が提言されなけれ

ばならないという，特別の実務上の問題が現れてくる。申立人側または被申立

（16）　この問題について詳細は，1）o名6，a．a．0．，S．40－47参照。

（17）具体例につき，E∬召7漉％，Appointment　of　the　Arbitrators，in：Multi－

　party　Arbitration，ICC，1991，S．133ff．，136．

（18）P　S6hlossε7，Party－Appointed　Arbitrators　and　Multiple　Defendants

　Having　Conflicting　Interests，in：LawinEastandWest1988，S．739ff．，740，

　750ff参照。
（19）∬6771初，a．a．0．，S．135参照。

（20）　P　B61観，Le　symposium　intemational　de　Varsovie　sur　l’arbitrage　intema－

　tional　dans　les　litiges　commerciaux　multilat6raux，RevA1981，50－65．

（21）特に，P互Fo％6h伽4，in：Intemational　Arbitration　in　Multi－Party　Com－

　mercial　Disputes，S．215－216参照。また，S6hloss6巧Das　Recht　der　inter

　nationalenprivatenSchiedsgerichtsbarkeit，Rdnr．563－568，S．431－435およ
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人側に複数の仲裁当事者が含まれる場合（22），または係属している複数の仲裁手

続の併合を命じる規定が存在する場合（23）に，共通の仲裁人が選定されるか否か

　　びこれに関する14．κ跳s乞s，Besprechung　von　P．Schlosser，Das　Recht　der

　　intemationalen　privaten　Schiedsgerichtsbarkeit，2．AufL，R．H．D．L1989－

　　1990，467ff．，471も参照。

（22）　この場合に共通の仲裁人が選定されると規定するのは，ソ連邦商工会議所仲

　　裁裁判所法第19条3項（Statute　on　the　Arbitration　Court　at　the　USSR

　　Chamber　of　Commerce　and　Industry（14。12．1987），JPSch2（1988），181ff．，

　　188＝YCA　XIV（1989），290ff．，299）；ハンガリー商業会議所付属仲裁裁判所

　　仲裁規則第15条1項および9項（Rules　of　Procedure　ofthe　Court　of　Arbitra，

　　tion　Attached　to　the　Hungarian　Chamber　of　Commerce（1．9．1989），YCA

　　XVI（1991），209ff．，215，216）；国際仲裁裁判所産業経済部仲裁および調停規

　　則（ウィーン規則）第10条（Schieds－md　Schlichtungsordnung　des　Inter－

　　nationalen　Schiedsgerichts　der　Bundeskammer　der　Gewerblichen　Wirt－

　　schaft－Wiener　Regeln（1．9．1991），JPSch4（1990），214ff，218）（これにつ

　　いて，慨〃161お，Die　neue　Schieds－und　Schlichtungsordnung（ies　Inter．

　　nationalen　Schiedsgerichts　der　Bundeskammer　der　Gewerblichen　Wirt－

　　schaft，Wien，JPSch4（1990），171ff．，177参照：「一連の法的問題を未解決に

　　したまま，三人の仲裁人からなる伝統的な仲裁裁判所の構成を放棄することは，

　　仲裁手続の現実の運用可能性を疑わしいものにするであろう，というのが，新

　　しい手続法の編纂者の一致した見解である。」）；およびジュネーブ商工業会議

　　所仲裁規則第17条（Chamber　of　Commerce　and　Industry　of　Geneva　Arbitra－

　　tion　Rules（1．1．1992），Jlnt71Arb1992．2，78ff．，81）（これについて，Gκα毎

　　彫伽盟，The　Geneva　Chamber　of　Commerce　and　Industry　Adopts　Revised

　　Arbitration　Rules，Jlnt’IArb1992．2，71ff，，741Ch。1解hoos，The1992Geneva

　　Chamber　of　Commerce　and　Industry　Arbitration　Rules　under　Scrutiny，

　　Jlnt’1Arb1992。2，121ff．，131－132参照）である。また，ケベッタにおける国際

　　仲裁の中核をなす一般商事仲裁規則第5章　　（第19条乃至26条）（Rさglement

　　g6n6ral　d’arbitrage　commercial，JPSch4，195ff．，198）およびこの規則の多

　　数当事者関与の仲裁への適用に関するTh．〈Aδoた6γ，Die　Schiedsordnmg　des

　　Centre　d’Arbitrage　Commercial　National　et　Intemational　du　Qu6bec，

　　JPSch4，182ff．，188も参照。

（23）1982年香港仲裁条令第6B条2項（Hong　KongArbitrationOrdinance1982）

　　（同条に基づく仲裁手続の「併合」の可能性については，1）o忽，a．a．0．，S．23－28

　　およびShui対Moon　Yik事件に対する高等法院（High　Court）の1986年9

　　月12日判決（Shui　v．Moon　Yik，YCA1989，215－223）を見よ）参照。同条は，

　　仲裁当事者間に適切な取決がない場合には，仲裁手続の併合を命じる裁判所は，

　　同時に一人の共通の仲裁人を選定し，既に「併合」前に選定されていた仲裁
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かは，このような考慮に従って決定される。個々の仲裁事例において予め仲裁

契約の当事者間に選定方法につき取決があるときは，その方法が平等の原則に

反しない適切なものである場合に限り，その取決が優先すると考えられる。こ

の点に関し特に示唆的であるのは，アメリカの判例である（24）。著名な

Compa行ia　Esp諭01a　de　Petr61eos対Nereus　Shipping事件（25）で，アメリカ連

邦最高裁判所は，二つの仲裁手続の併合を命じ，同時に，予め取り決められて

いた仲裁人の選定方法を，併合後の新たに創設された状況に適合させた（26）。本

件仲裁契約においては，申立人側および被申立人側から各一人の仲裁人が選定

され，その二人の仲裁人によって更に一人の仲裁人が選定される（したがって

仲裁裁判所は三人の仲裁人で構成される）ことが定められていた。しかし連邦

最高裁は，二つの仲裁手続の併合後は，三人の仲裁当事者が各々一人の仲裁人

を選定し，その三人の仲裁人が更に二人の仲裁人を選定するという方法がとら

れなければならない，と判示した。結果的に，本件の仲裁裁判所は五人の仲裁

人で構成されることになった。連邦最高裁はまた，このような場合に重要なの

は，専ら，多数当事者関与の仲裁手続において相反する利益を調整するのにふ

　人に替えることができると規定する（これについて，G解㎏／κ砂」伽，Hong

　Kong，IHCA，Supp1．4，1985，II2，S．6参照）。同様の規定として，1984年ニュ

　ーサウスウェールズ商事仲裁法第26条2項（New　South　Wales　Commercial

　Arbitration　Act1984）および1984年ヴィクトリア商事仲裁法第26条2項

　（Victoria　Commercial　Arbitration　Act1984）がある。また，仲裁手続の併

　合が命じられる場合に，双方の仲裁当事者は，一人または奇数の仲裁人を選定

　しなければならず，当事者がそれを怠る場合には裁判所によって仲裁人が選定

　される，と定めるオランダ仲裁法第1046条3項（hollandisches　Schiedsgesetz

　（1986））も参照。この規定の意義について，E　P％初舵77励δ6ns，A　Facelift

　for　Dutch　Arbitration　Law，NethILR1987，141ff．，151－152参照。

（24）　多数当事者関与の仲裁の問題に関連するアメリカの判例を詳細に検討するも

　のとして，G。／1総oκ，The　United　StatesExperience，in：Intemational

　Arbitration　in　Multi－Party　Commercial　Disputes，S．23－46二Les　arbitrages

　multiparties　aux　Etat3Unis，RevA1981，98－1271S吻朋o痂6h，7210waLR
　（1987），488－495；五）o駕，a．a．0．，S．2－16がある。

（25）　527F．2d966（2nd　Cir。12．12．1975）．

（26）連邦最高裁の判断は非常に特徴的である二「そして，もしこの柔軟でかつ適

　切な解決策に仲裁手続の併合が含まれるとすれば，当裁判所は，このことには，

　併合された仲裁手続における仲裁人の選定方法およびその数もこの新たな状況

　に適合させなければならない，という要請が本質的に含まれているものと考え

　る。新たな状況は新たな解決策を求めるのである。」527F．2d975．
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さわしい手段は何かということである，と述べた（27）。

II．多数当事者関与の仲裁概念の定義について

　1．1で述べたことから，多数当事者関与の仲裁に関する二つの主要な問題

を読み取ることができる。第一の問題は，多数当事者関与の仲裁とは具体的に

いかなる概念を指すのかという問題である。第二の問題は，仲裁裁判所の構成

に関する問題である。ここでは第一の問題を扱い，第二の問題についてはIII以

下で検討する。さて，多数当事者関与の仲裁の概念については，K　E　S6h2槻わ（28）

が，肋6s6h認4（29）の主張した見解に基本的に従いながら，次のような定義付けを

している。即ち，Sohωのによれば，多数当事者関与の仲裁には狭義と広義の

二つの場合がある。狭義の多数当事者関与の仲裁とは，申立人側または被申立

人側に複数の当事者が含まれている場合をいうが，重要なのは，訴訟手続にお

ける固有の共同訴訟または後発的な共同訴訟の要件を満たしていることであ

る（30）。他方，広義の多数当事者関与の仲裁とは，既に係属している仲裁手続に，

第三者が任意に，または告知（訴訟手続における訴訟告知に相当する）を受け

て参加してくる場合をいう。だが，この場合は純粋な意味での多数当事者関与

の仲裁には当たらないことに注意しなければならない。補助仲裁参加人は主た

る仲裁当事者ではなく，あくまで仲裁当事者の補助者に過ぎないからである。

　以上のような多数当事者関与の仲裁概念を前提としながら，Soh卿のは，狭

義・広義のいずれに含めることもできない例外的な多数当事者関与の仲裁事例

を数例確認した。中でも，国際商業会議所（I　C　C）設置の仲裁裁判所が扱っ

（27）527F．2d975．アメリカの判例においてよく見られるその他の解決策に関し

　ては，∠4総6％，a．a．O．，S．32－33＝RevA1981，110－1121！1．∠4％s∫勉α％η，

　Commercial　Multi－Party　Arbitration：A　Case－By－Case　Approach，l

　AmRIA（1990），341ff．，350－3521Po翅，a。a．0．，S．76－80参照。

（28）S6h醐6，Mehrparteienschiedsgerichtsbarkeit　und　Streitgenossenschaft，

　FS　W．Habscheid1989，S．285－294146鴬。，Die　Gleichheit　der　Parteien　bei　der

　Bildung　des　Schiedsgerichts，DIS1992，17－19．

（29）∫鋤s6h卿，Zum　Problem　der　Mehrparteienschiedsgerichtsbarkeit，

　Schweizer　Beitrage　zur　intemationalen　Schiedsgerichtsbarkeit1984，173ff．，

　177－178．

（30）ギリシャの学説における一致した見解である。κ諮爵，Aufhebung　von

　Schie（isurteilen，2．AufL，1989，S．173－174（griech．）．



外国民事訴訟法研究（11）　　239

た次の事例は特に重要である。本件の事実関係を示すと以下のようになる。注

文者Aと請負人Bとの問で請負契約が締結された。この契約が締結された当時，

Bは，C会社およびD会社も所属する共同事業体　（Konsortium／consortium）

の代表者の地位にあった。当該共同事業体の構成員らは，各構成員のあげる利

益を全ての構成員の間で分配すること，並びに，構成員間で生じた紛争をI　C　C

仲裁規則に従った仲裁手続によって処理すること，を共同事業契約の中で合意

していた。Cと，BおよびDとの間で紛争が発生したとき，Cはこの合意に従

い，I　C　C仲裁裁判所に損害賠償を求める仲裁を申し立てた。この際Cは，B

およびDを共同の被申立人とした。ところが，被申立人BおよびDの間には相

反する利害関係が存在しており，したがって適法な共同訴訟の要件はこの場合

満たされていない。このように本件は，共同訴訟に相当しないので狭義の多数

当事者関与の仲裁ではなく，かつ補助参加にも相当しないので広義の多数当事

者関与の仲裁でもない。だが一方で，手続の二当事者対立構造は一応保たれて

いる。これが，S6h麗δによって，「拡張された（erweiterte）」多数当事者関与

の仲裁，と表現された事例である。今一つ例外事例をあげると，二つの契約が

垂直的に締結されている場合に，主たる契約について不完全履行があったとし

て主たる契約の相手方から仲裁を申し立てられる者が，従たる契約については，

従たる契約の相手方に対しその履行を求める仲裁を申し立てる場合，があ

る（鋤。

　2．以上の説明から明らかになるのは，事例ごとに実体法上の出発点が異な

ることが原因となって，多数当事者関与の仲裁は様々の外観を呈する，という

ことである（前記1参照）。

　水平的な関係にある複数の契約当事者間で紛争が生じる場合には，多数当事

者関与の仲裁は次の二つの形式のいずれかをとる。第一は，狭義の共同仲裁（複

数の仲裁当事者間に共通の利害関係がある）の形式である。第二は，広義の共

同仲裁（複数の仲裁当事者間に相反する利害関係が認められる）の形式である。

ここで当然生じてくるのが，そもそも仲裁手続において訴訟手続の共同訴訟に

あたる共同仲裁といったものは可能なのか，そしてもし可能であるとすれば，

それはいかなる要件の下に認められるのか，という疑問である（32）。この点に関

（31）　S6h卿‘z6，FS　Habscheid，S．287－288．

（32）　これについて，Eo％sホo励os，Dike12（1981），195－196（griech．）参照。この問

　題に関してはまた，z4．04‘o，Peuton　introduire　le＞〉litisconsort三um〈〈et

　l’intervention　du　tiers　dans　l’arbitrage？，in：Intemational　Arbitration　in
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しては，PV　K乞sohによって示された画期的な見解（33）が，現在も繰り返し引用さ

れる。飾s6hによると，共同仲裁が認められるためには，各仲裁当事者が仲裁条

項に拘束されること，更に，設置される仲裁裁判所が複数の仲裁当事者間のそ

れぞれの紛争について管轄権を有すること，が必要である。これに対して，併

合される複数の仲裁手続間に，通常共同訴訟から必要的共同訴訟を区別する原

因となるような実体法上の関係が存在することは必ずしも必要ではない。むし

ろ，共同仲裁を理由付けるためには，併合される複数の仲裁手続が，法律上ま

たは事実上同種の原因に基づくものであるだけで十分であろう（34）。

　垂直的な関係にある複数の契約当事者間で紛争が生じる場合にも，多数当事

者関与の仲裁は，次の二つの形式のいずれかを呈することになる。第一は，従

たる契約の当事者が主たる契約の当事者間に係属している仲裁手続に参加する

形式である。第二は，主たる契約の当事者間および従たる契約の当事者間に係

属しているそれぞれの仲裁手続が併合される形式である。

m．仲裁裁判所の構成の問題について

　多数当事者関与の仲裁を，それぞれの事例がどのような訴訟法上の外観を持

つかに基づいて，上で述べたいくつかの型に体系的に分類することは，仲裁裁

判所の構成という最も争いのある問題を議論するための前提となるものであ

る。

　1．先に述べた，共同事業体を構成する三つの会社が当事者となった仲裁の

事例（Dutco対BKMI／Siemens事件（前記II1参照））を思い起こしてみよ

う。本件では，I　C　C仲裁規則を手続準則とすることが合意されていたが，I　C

C仲裁規則は多数当事者関与の仲裁に関する直接の規定を持たないため，何人

の仲裁人が選定されるべきか問題となった。I　C　C仲裁裁判所は，その実務慣

行に従い，複数の被申立人を仲裁手続上一体であるとみなし，ゆえに被申立人

全員のために一人の仲裁人が選定されるとした（35）。このような解決策は，既に

　Multi－Party　Commercial　Disputes，S．130－132＝Il　litisconsorzio　e　rinter－

　vento　nel1’arbitrato：una　Iacuna　da　colmare，RassArb．1980，165－1661〃．

　R幼吻o－Sα窺規α鴬朋o，Arbitrato　con　piO　parti，RassArb．1980，171ff。，172－173

　も参照。

（33）　κゑs6h，Beitrage　zum　Schiedsverfahren1933，S．46－55．

（34）　κゑs6h，a．a．0．，S。49．

（35）Bε116！，RevA1992，481．多数当事者関与の仲裁の問題に対するICCの態度に
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一連の事例において採用されていたが，中でもウェストランド・ヘリコプター

の事例はよく知られている。I　C　C仲裁裁判所は，共同事業体の構成員である

被申立人全員に対して一人の共通の仲裁人が選定されることは，被申立人らが

共同事業体の構成員である以上当然の帰結である，と判示した（36）。この見解は

スイスの（通常の訴訟）裁判所においても維持された（37）。

　Dutco対BKMI／Siemens事件の仲裁契約において合意されていたのは，構

成員間の紛争を処理する仲裁裁判所は三人の仲裁人で構成する，ということで

あった。ところがDutcoは，仲裁を申し立てた際，これら二社に対して一人の

共通の仲裁人を選定するよう求めた。これに対して被申立人らは，自分達には

それぞれ独自の仲裁人を選定する権利があると主張した。もっとも，I　C　C仲

裁裁判所が被申立人らのかかる抗弁を容れなかったため，被申立人らは，独自

の仲裁人の選定権につき留保したまま，一人の共通の仲裁人を選定した。その

結果構成された仲裁裁判所は，I　C　C仲裁規則2条4項（38）を根拠に，当該仲裁

裁判所の構成は適法である，と判断した。同条によれば，各仲裁当事者はそれ

ぞれ一人の仲裁人を選定し，そして二人の仲裁人がその合意に基づき第三の仲

裁人を指名する。本件の仲裁裁判所は，仲裁裁判所においてI　C　C仲裁規則が

適用されることを当事者は仲裁条項中で予め知り得たのであるから，同条の適

用についても同意していたものと考えられる，と判断した。更に，このように

解することによって，平等の原則および公序（ordrepublic）のいずれも侵害さ

れることはない，と述べた。

　パリ控訴院は，仲裁裁判所の構成に関する上記の仲裁判断を支持した（39）。パ

　っいては，S　Bon4，The　Experience　of　the　ICC　Intemational　Court　of

　Arbitration，in：Multi－Party　Arbitration，ICC，S．37－461E∂oπ∬吻α朋，

　Mehrparteienschiedsgerichtsbarkeit　und　Intemationale　Handelskammer，

　FS　Nagel1987，112－122を参照。

（36）ICC3879／！984，YCA　XI（1986），127ff．，133Nr．24．同事件にっいてはまた，

　S6hloss67，Das　Recht　der　internationalen　privaten　Schie（isgerichtsbarkeit，

　Rdnr．564，S．432－4331Ch．力7名osso％，」．D．L1992，734，Nr．29も参照。

（37）　Cour　de　Justice　Geneva3．11．1987，YCA　XVI（1991），175－1801Trib．F6d．

　19．7．1988，YCA　XVI（1991），180－182．

（38）　同条に関して，〃1・44伽，Intemationale　Handelsschiedsgerichtsbarkeit

　1988，S．70－72参照。

（39）Cour　d’appel　de　Paris5．5。1989，RevA1989，723－727．評釈として，励〃6！，

　727－733＝YCAXV（1990），124－127＝J．D．L1992，708－712および力7名osso％，

　726－736カごある。
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リ控訴院は，本件の仲裁条項の内容を具体的に解釈し，その結果，当該仲裁条

項には，共同事業から生じる紛争の処理を三人の仲裁人からなる仲裁裁判所に

委ねるという当事者の意思が現れている，と判断した。二っの被申立会社に対

して一人の共通の仲裁人が選定されることは，被申立会社が当該共同事業体の

構成員であることの必然的な結果であり，したがって，平等の原則または法的審問

請求権のいずれも侵害されることにはならない，ということが明らかにされた。

　これに対して，フランス破殿院は，本件の仲裁裁判所の構成は適法でなかっ

たとして，原判決を破棄した。フランス破殿院は，仲裁人の選定に際して当事

者は平等でなければならないという原則は「公序」に属し，この原則を放棄す

ることは法的紛争が実際に発生した後でなければ許されない，と判示したので

ある（40）。この判決に対しては，具体的な事例の処理よりもむしろ処理公式の普

遍性を重視するものであるとして，当初から批判が強かった。フランス破殿院

の判決は，本件の法的紛争に限った判断（arretd’espece）ではなく，一般的な法

原則を示すもの（arret　de　principe）である（41）。だが反面で，今後フランス破殿

院が，Dutco事件判決で示した見解の適用を特定の事例に制限していくであろ

うこと，および当該見解の一般的な法原則としての性質を否定するであろうこ

と，が予測されている（42）。

　2．Dutco事件で二つの相反する判断がなされたことは，ここで扱う問題の

困難性をよく表している。この仲裁裁判所の構成の問題に関しては，多くの文

献および判例によって異なる解決策が提言されている（43）。とりわけS6hωの

は，問題全体の理論的な基礎を築こうと試みている。

（40）Cour　de　Cassation7．1．1992，RevA1992，470－472．評釈として，B6116！，473

　－482＝」．D．L1992，712－713および力7名osso％，726－736＝DIS1992，27がある。

　本判決の影響について詳細は，E　S6h磁漉，Multi・Party　Arbitration　and　the

　ICC，Jlnt’1A1993．3，5－19を参照。

（41）　B611召∫，RevA1992，473ff．1／47”sso％，J．D．1．1992，732ff。，735；C互Sのゆ認σ，

　Multi－party　arbitrations　at　risk　in　France，IFLRev．1993，33－35．

（42）　Sのφ召1‘z，IFLRev．1993，35。

（43）　これらの学説・判例に対する一般的な評価については，加soh4，FS　B茸low，

　S。109－111，127－128を参照。また，K。丑B6碧召7，a．a．O．（Fn．6），S．220－221も

　参照。イタリアの学説・判例がとる解決策について，、4．B鯉認ぎo％，Validity　of

　Multi－Party　Arbitration　Clauses　under　Italian　Law　and　its　Consequenses　at

　the　Enforcement　of　Awards　through　the1958New　York　Convention，

　Int’1BL1990，412－413参照。
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　Soh3〃訪は，独自の仲裁人を選定する当事者の権利は，仲裁における当事者の

基本権として位置づけられうる，という確信から出発する。この基本権の制限

が認められるのは，かかる制限を根拠づける規定が，実体法上または訴訟法上

存在する場合に限られる，という。なお，S6h磁δに先立ち，K貌hは，独自の

仲裁人を選定する当事者の権利を制限する要件として，次の二つを求めていた。

第一は，仲裁の対象が複数の仲裁当事者間で同一であること，である。第二は，

仲裁の対象の処分が，複数の仲裁当事者全員の共同でのみ許されること，であ

る（44）。

　Sohω訪は，この見解を訴訟法上の概念に対応させて説明する。つまり，仲裁

手続の一方の側に複数の当事者がいる場合に，これらの仲裁当事者の，それぞ

れ独自の仲裁人を選定する権利を制限するためには，仲裁の対象の同一によっ

て結び付いている複数の仲裁当事者の間に，当該対象の処分に全員の共同を強

制するような実体法上の関係が認められなければならない。これは，民事訴訟

において実体法上の原因から必要的共同訴訟とされる，いわゆる「管理処分共

通」の場合に該当する（45），という。このような場合には，複数の仲裁当事者は，

仲裁手続上共通の行為を義務づけられる。このことから結論として出てくるの

は，複数の仲裁当事者は一人の共通の仲裁人を選定しなければならず，そして，

これらの仲裁当事者自身が仲裁人の選定を行わない場合には，代わって中立的

な立場にある者が仲裁人を選定することになる，ということである（46）。

　以上の分析に基づくと，Dutco事件の正しい解決策は自ずと明らかになるで

あろう。本件の被申立人の間には，民事訴訟における必要的共同訴訟にあたる

ような関係は何らなく，したがって各被申立人は，独自の仲裁人を選定する権

利を有するのである（47）。S6hωのも，結論的には，同旨の判断を示したフランス

破殿院の判決を肯定的に評価している。更にS6hωαδは次の点を強調する。即

ち，本フランス破殿院判決によって，多数当事者関与の仲裁に確かに一定の限

界が設けられることになったけれども，一方で，多数当事者関与の仲裁を法治

（44）　Kゑs6h，a．a．0．，S．47－48．

（45）ノ～os8n加響／S6h磁δ，ZivilprozeBrecht，14．Aufl．，1986，§50111，S．287－290参

　照。

（46）　この点について，S6h磁δ，FS　Habscheid，S．291－2931DIS1992，18．また，

　Sohωの／肱飽7，a．a．O。，Kap．10112，S．80も参照：「この権利を制限すること

　は，訴訟法上の原因に基づくものであれ実体法上の原因に基づくものであれ，

　必要的共同訴訟の要件が存在する場合に限り考慮される。」

（47）　Sohω‘zδ，FS　Habscheid，S。293－294．
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国家における訴訟制度にある程度結び付けることは，結果的に仲裁制度自体を

成熟させることに繋がる，ということである（48）。

IV．仲裁裁判所の構成に関する解釈論

　1．フランス破殿院，そしてS6h”功は，Dutco事件という具体的な事例にお

いて同一の結論に達しはしたものの，その解釈論上の根拠をそれぞれ異にして

いる。フランス破殿院の議論は，仲裁裁判所の構成の手続を支配する平等の原

則に理論的に依拠している。つまり，平等の原則は公序の一部であるので，仲

裁手続の当事者がこの原則を放棄できるのは，紛争が発生した後に限られる，

というのである。Dutco事件の仲裁裁判所の構成がフランス破殿院によって不

適法であると判断されたのは，以上のことに反して，法的紛争が現実に発生す

る以前に，当事者がこの原則を放棄していたためであった。

　このようなフランス破殿院の思考過程の出発点にあるのは，仲裁の裁判的機

能（rechtsprechendeFunktion）である。一般に裁判とは，当事者と利害関係の

ない第三者によってなされる，紛争に対する判断であると理解される（49）。した

がって，純粋な裁判的機能を有する仲裁人の職務の本質は，裁判官の職務の本

質と同様に，独立（Unabhangigkeit），中立（Neutralitat）および公正（Unpar－

teilichkeit）であることになる（50）。全ての裁判行為に要求されるこの三つの性

質（51）は，何人も自己の事件については仲裁人となることはできない（52）という原

（48）　S6h卿αδ，DIS1992，18（sub3），19（sub5）．

（49）　ハゐ／16h渉θ7わ6碧，Rechtsprechung　als　Staatsfunktion，Rechtsprechungslehre

　als　Wissenschaftsdisziplin：in：Rechtsprechungslehre，hrsg．von　N．Achter－

　berg1984，S．7．

（50）特に，Uκ07nδ1％解，Probleme　der　schiedsrichterlichen　Unabhangigkeit

　1968，S．116－118，225；κ‘z肉s澹，a．a．0．（Fn．30），S．177；凧zl！67，Uberpartei－

　liche　Rechtspflege　durch　Schiedsgerichte，JPSch．3　（1989），140；G．∬6nκ，

　Die　Unparteilichkeit　des　Schiedsrichteramts，DIS／RSP1993，13－18．同旨を

　述べる判例として，Cour　d’appel　Paris5．5．1989，RevA1989，7261「仲裁の裁

　判としての価値は，仲裁人の独立の中に見出されることに鑑み…　9」；Cour

　d’appel　Paris2．6。1989，RevA1991，9L「仲裁人の独立は，仲裁人の裁判機能

　の本質である」l　Cour　d’appel　Paris6．4．1990，RevA1990，8851Cour　d’appeI

　Paris28。6．1991，RevA1992，570がある。

（51）一般論については，B　S6h伽6耀朋，Grundbedingungen　f廿r　ein　funktions．

　fahiges　normatives　Programm　der　Rechtsprechung，in：Rechtsprechung3
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則によって守られ，更に，それは，仲裁人の公正性，並びに仲裁裁判所自体の

中立性および独立性を通して実現される。仲裁人の公正性を保障するのは，裁

判官の忌避事由と類似の事由による仲裁人の忌避を定める規定である（53）。仲裁

裁判所自体の中立性および独立性を保障するのは，次のような原則である。即

ち，仲裁裁判所を構成する際の仲裁人の選定方法は，全ての仲裁当事者に平等

なものでなければならない，ということである（54》。したがって，一方の仲裁当

事者が他方の仲裁当事者の仲裁人を選定する（55）こと，また，仲裁人の選定方法

について一方の仲裁当事者の優位を認める（56）ことは，仲裁裁判所の独立性およ

び中立性に反する。

　仲裁裁判所を構成する際の仲裁当事者間の平等，並びに仲裁裁判所の独立性

および中立性は，仲裁制度の本質的原則であり，そして公序の一部を構成す

る（57）ものである。これら三つの原則は，具体的事件の妥当な解決を導くのに役

立つばかりでなく，とりわけ，国家の裁判権に比肩する制度としての仲裁の発

展に資するものである。これらの原則に反する仲裁裁判所の構成は無効であ

る（58）。この無効を主張する権利を仲裁当事者が放棄することは許されない。つ

まり，平等の原則・独立性・中立性に反する仲裁裁判所の構成を無効と主張す

る権利を仲裁当事者が放棄した場合に，その放棄のなされた時期（法的紛争発

生の前・後）にかかわらず，このような放棄自体が無効となる，ということで

ある。そもそも裁判的機能の行使は，独立かつ中立の機関にしか認められない。

　lehre，S．461ff．，464ffを参照。

（52）　Soh乞o召6／1机zlオ67，a。a．0。，Kap．9113，Nr．6，S．73．

（53）比較法的考察をするものとして，加s6h召！，Die　Ablehnung　von　Schiedsrich・

　tem　in　intemationalen　Schiedsverfahren，KTS1985，231ff．，241ff．

（54）特に，Ko7幼1％窺，a．a．0．，S．191，225－226．

（55）κ07励1％窺，a。a．0．，S．230ff参照。

（56）　この点に関する文献は多くあるが，中でも，1～．P傭4，L’arbitrage　dans　le

　commerce　intemational1982，Nr．256，S。319－3201Ko7励1κ窺，a．a．0．，S．243

　ff．；∫ノ～oδ6π，L’arbitrage，5e　edit．，1983，Nr．135，S．114－1151S6hloss67，Das

　Recht　der　internationalen　privaten　Schiedsgerichtsbarkeit，Rdnr．515ff．，S．

　394－3971Soh巳〃励／肱飽7，a．a．0．，Kap．9114，Nr．10，S．74－75参照。

（57）　κα丞s澹，a．a．0．（Fn．30），S．177．また，SムS6hω6δ61／S五αh彫，PublicPolicy

　and　Arbitral　Procedure，in：Comparative　arbitration　practice　and　public

　policy　in　arbitration，ICCA3，1987，S．205ff．，209－216も参照。

（58）　この点については，Ko7幼1％郷，a．a．0．，S．257ff．l　Soh2〃αδ／肱1渉67，a．a．0．，

　Kap．9115，S。76参照。



246　　比較法学29巻2号

この点に鑑みれば，将来紛争が発生する際に仲裁裁判所の構成の無効を主張す

る権利を放棄することを仲裁条項で定めておくこと，あるいは現に紛争が発生

した後に放棄するのであればよいとすること，は不可能であろう（59）。というの

も，平等の原則に基づいて構成される独立・中立の仲裁裁判所にあってはじめ

て，仲裁人は，その任務を憲法上遂行することが可能になるからである（60）。し

たがって，当事者による平等の原則の放棄が紛争発生の前になされたか否かに

よって，仲裁裁判所の構成の適法・不適法を判断したフランス破殿院判決の結

論（61）は，誤っており，これに賛同することはできない（62）のである。

　2．以上のように，フランス破殿院の示した解釈論からは，適切な結論を導

き出すことはできない。これに対して，以下に述べるS6h2〃のの分析は，この問

題に関する解釈論上の基礎を明らかにする。Soh2〃のによれば，仲裁当事者には

独自の仲裁人を選定する権利がある（実際，このような権利を与えられること

が，当事者が仲裁を利用する極めて大きな動機となっている（63））。独自の仲裁人

を選定する権利は，仲裁当事者の基本権である（64）ので，特に重大な理由のない

限り，仲裁当事者からこれを奪うことは許されない。この重大な理由とは，実

体法上の権利の性質と結び付くものであり，そしてかかる権利の性質の認定は，

仲裁人に任されている（65）。仲裁契約が，間接的にであれ実体法上の権利の処分

を含む場合（66）には，それは，仲裁手続上の取決として，仲裁手続および仲裁人

（59）κ07％δ1％〃z，a．a．0．，S．234－235，256－257，259．仲裁人の独立と当事者の処分の

　　自由との関係については，E　B側7，Neuere　Probleme　der　privaten　Schieds－

　gerichtsbarkeit1980，S．9－10も参照。

（60）κ廊諮，a．a．O．（Fn．30），S．177参照：「他方で，仲裁判断を裁判所による判

　決と同列に置くことはできない。」同趣旨のことを述べるものとして，S6加の／

　　肱舵7，a．a．0．，Kap．9111，S．72：「憲法レベルでの要請（ドイツ基本法第97

　条）。」

（61）力7名osso％，」．D．1．1992，733，Nr．25も参照。

（62）ヵ7名osso％，」．D．1．1992，733，Nr．26：「当事者の平等は，もちろん仲裁当事者

　　にとって重要なものであるが，それと同程度あるいはそれ以上に，仲裁制度そ

　れ自体にとって重要なものである。この原則を単なる当事者の保護規定に限定

　することは許されない。」；B611窃，RevA1992，478－479も参照。

（63）　κ4澹s商，a．a．0．，S．38．

（64）　ル五　46Bo蕗s禽oアz，La　constitution（iu　tribunal　arbitral（ians　rarbitrage

　institutionnel，RevA1990，337ff，345－346も参照。

（65）K　P　B6怨召7，a．a．0．（Fn．6），S．223，Fn．570は，国際仲裁の分野でもこのよ

　　うに解してよいか疑問を唱える。

（66）　これについて詳細は，U　Ko7％解6♂67，Schiedsfahigkeit　und　materie11e
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の職務に関して直接の仲裁手続上の効果を発生させる処分の効果　（VerfUgungs－

wirkung）もまた，含んでいるのである（67）。仲裁契約の締結により，実体法上

の権利者は，権利自体，および裁判機関によって権利の存在を確定してもらう

こと，の双方について，自己の処分権限を行使している（68）といえる。仲裁人を

選定する権利をもつ当事者が，形式的当事者概念（fomeller　Parteibegriff）で

捉えられるべきなのか，それとも実体的当事者概念（materiellerParteibegr圭ff）

で捉えられるべきなのか，という問題にはここでは触れないことにする（69）。だ

が，仲裁裁判所によって存否の確定されるべき権利の構造，および複数の者に

よる権利の行使が実体法上予見されることが，多数当事者関与の仲裁の事例に

おける手続の構造を決定するというのであれば，実体法的な考慮と仲裁手続上

の取扱いの間には，必然的な関連性のあることが分かるであろう。各仲裁事例

において，仲裁契約の締結によって契約当事者の負担する仲裁人の選定義務（70）

もまた，仲裁裁判所によって存否の確定される権利に関する，少なくとも間接

的な処分であるとみなされうる（71）。

　以上の説明に基づくと，複数の仲裁当事者に対して一人の共通の仲裁人を選

　　Vergle1chsbefugnis，ZZP94（1981），27ff，31－37＝Vergleichsbefugnis　und

　　Schiedsfahigkeit－dargestellt　am　Beispiel　GmbH－rechtlicher　Nichtigkeits－

　und　Anfechtungsklagen1982，40ff．，42－48．一般論に関しては，K　So6h吻g，

　Die　Nachfolge　in　Rechtslagen　aus　ProzeBvertragen1968，S．35ffも参照。

（67）訴訟契約の処分の効果に関する一般論については，Ros6nδ6忽／S6hz昭δ，ZPR，

　　14．Aufl．，§6611，S．35ff参照。

（68）　磁6s6h6ズ4，Schwelzerisches　ZivilprozeB－und　Ger1chtsorganisat量onsrecht，

　　2．Aufl．，1990，§69111，Rdnr．852，S．525．〃i．K％llωoグ，Zur　materieHrecht－

　　lichen　Bedeutmg　der　Schiedsabrede，in：Berti／Knellwolf／K6pe／Wyss，

　　Beitrage　zu　Grenzfragen　des　ProzeBrechts1991，S．45ff，54－57も参照。

（69）形式的当事者概念（自己の名において，ある訴訟事件につき裁判所に民事裁判

　権の行使を求める者およびこれに対立する相手方を当事者と捉える）と実体的当

　事者概念（訴訟対象たる権利関係の主体を当事者と捉える）の区別を仲裁法に導

　　入するべきかという問題については，∫－．Dol∂ol薇L’arbitrage　et　lestiers．

　　Les　solutions　contractuelles：la　clause　d’arbitrage　multipartite，RevA　l988，

　501－5021B名㎎gぎo％，正nt71BL1990，4131〃ILεn¢o％勿，RevA1992，379－380を参

　　照。

（70）S観％／ヵ銘召s／Sohloss67，ZPO，20。Aufl．，§1025，VI3，Rdnr。36，S．113参照。

（71）掘駝h，a．a．0．，S．47－48が既にこの点を指摘していた二「というのも，そのよ

　　うに（仲裁裁判所が）構成されることにより，訴訟対象に関する何らかの（たと

　　え間接的にせよ）処分がなされたと認めなければならないからである。」
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定することが肯定されるべき場合として，以下の三つの場合を挙げることがで

きる。第一に，複数の者が特定の実体法上の権利を共同でのみ行使することが

許される場合である。全員の共同でのみ権利の処分が許される場合には，仲裁

手続上もまた，一人の仲裁人を選定するという共通の処分が命じられる。この

ような場合に当てはまる具体例を，実体法の規定から抜き出してみよう。例え

ば，約定解除権（RUcktrittsrecht）は，全員により又は全員に対してのみ行使す

ることができる（ド民356条［解除権の不可分性］）。同条は，担保責任として

の解除（Wandlmg）に準用されている（ド民467条前段［解除の実行］）。買戻権

または先買権が数人に共同に帰属するときは，全体としてのみ（＊訳者注nurim

ganzenl全員が共同してのみ，という意味ではない。このことは，「買戻権また

は先買権が権利者の一人について消滅し，または権利者の一人がその権利を行

使しないときは，他の権利者は，買戻権または先買権を全体として行使するこ

とができる」と定めるド民502条後段・同513条後段からも分かる）これを行使

することができる（ド民502条前段［買戻権の不可分1生］，同513条前段［多数

権利者］）。ある組合員を除名する権利は，他の組合員に共同に帰属する（ド民

737条後段［組合員の除名］）。持分共同関係（Bmchteilgemeinschaft）の目的

物全体については，持分権者は，全員の共同でのみ処分することができる（ド

民747条後段［持分及び共同の物の処分］）。以上のような事例においては，仲

裁契約に拘束される複数の共同権利者（Mitberechtigter）（72）は，一人の共通の

仲裁入を選定しなければならない。

　第二に，ある共同権利者の一人によって処分権が行使された場合に，その効

果が，他の全ての共同権利者にも及ぶ場合である。例えば，不可分給付（ド民

432条1項前段［不可分給付債権者の多数］），あるいは共有（ド民1011条［共

有権に基づく請求］）の場合には，各共同権利者が，全員に対する給付または引

渡を請求する独自の権利を有する。複数の共同権利者によって仲裁の申立がな

される場合には，これらの共同権利者は，一人の共通の仲裁人を選定しなけれ

ばならない。このような共通の仲裁手続上の処分は，厳格な意味での実体法上

の共同の処分ではなくて，一部の共同権利者による権利行使が実体法上認めら

れている場合に，かかる権利行使によって生じる，全ての共同権利者に対する

共同の処分効果（86窺6初s6h瞬116h67　施吻誓％π8：86功を遊7αll6〃1励6z66h一

渉磐伽）である。更に，例えば，連帯債務者（ド民421条）および連帯債権者（同

428条）も，一人の共通の仲裁人を選定しなければならない。なぜなら，連帯債

（72）S6hω功／肱1！67，a．a．O．，Kap．71111e，S．59を参照せよ。
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務者の一人による処分行為，または連帯債権者の一人に対する処分行為は，他

の連帯債務者または連帯債権者に対しても効力を生じるからである。

　第三に，判決の形成力によって，複数の者に対して処分の効果が生じる場合

である。例えば，複数の者に対して，共同して同一の形成訴訟を提起する権利

が認められている（言い換えれば，全員が共同して訴訟を提起しなくても当該

訴訟は適法である）場合である。ある形成権者に有利な形成的仲裁判断が言い

渡されることによって，同じ形成権を有する他の権利者の法的地位もまた影響

を受けるような事例においては，複数の仲裁申立人は，一人の共通の仲裁人を

選定しなければならない。この場合もまた，共通の仲裁手続上の処分は，形成

的仲裁判断の言渡によって全ての形成権者に対して生じる共同の処分効果の結

果なのである。例えば，各組合員は，組合に対して組合契約を告知（KUndigung；

解約告知）することができる（ド民723条1項［組合員による告知］）。複数の

組合員が，組合員による告知を解散事由として組合の解散を仲裁裁判所に申し

立てる場合（73），これら組合員は，一人の共通の仲裁人を選定しなければなら

ない。

　以上に挙げた三つの場合は，複数の仲裁当事者に対して一人の共通の仲裁人

が選定される諸々の事例を分類したものである。いずれの事例においても共通

しているのは，複数の仲裁当事者が，仲裁手続上の独立（餌OZεS躍召16S61協伽一

惚たθのとみなされる，ということである。つまり，仲裁手続上独立した当事

者とみなされる者だけが，独自の仲裁人を選定する権限を有するのである。そ

してこのことは，実体法上の理由から共通の仲裁人を選定するべきなのか，そ

れとも仲裁手続上の理由からそうするべきなのかという議論とは，結局のとこ

ろ無関係である。これに対して，複数の仲裁当事者が，仲裁手続上の同一また

は単一（餌oz6ss％α16Z46π痂グ渉0467E2nh観）とみなされるのであれば，各仲裁当

事者がそれぞれ仲裁人を選定することは一般的に認められないであろう。この

ような仲裁手続上の単一の一つの例は，既判力の主体的範囲が拡張される場合

である。既判力の主体的範囲が拡張される場合には，既判力を及ぼされる利害

関係人と主たる仲裁当事者とは，仲裁手続上の単一を形成する（74）。また，第三

者が仲裁契約に拘束される（75）場合も，主たる仲裁当事者および第三者に，独自の

（73）S6h鰯δ／肋1嫉a．a．O．，Kap．3112，Rdnr．7，S．21－22参照。

（74）　これについて，κo％εso％1凋BeitragezurmodemenRechtskraftlehre1986，

　S．124参照。

（75）Sohω励／肱」畝a．a．0．，Kap．2112，S．176参照。
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仲裁人を選定する権利は認められない。仲裁手続上の独立を放棄するというこ

とは，同時に独自の仲裁人を選定する権利を放棄するという帰結をもたらすの

である（76）。

V．仲裁制度全般に与える影響

　これまで述べてきたことから，仲裁裁判所の構成の問題についての，一つの

統一的な理論的根拠が明らかになってきたといえよう。本稿で提言した諸々の

解決策は，とりわけ，司法制度としての仲裁の構造を考慮に入れたものであり，

民事訴訟の構造とは一定の距離をもつものである。多数当事者関与の仲裁にお

ける仲裁裁判所の構成に関して本稿で示された原則によれば，仲裁裁判所の構

成の問題は，通常共同訴訟または必要的共同訴訟という，仲裁法の分野には基

本的に存在しない訴訟法上の考慮から導き出されてくる（7η訴訟構造の存在・不

存在とは，切り離して考えなければならない（78）。このことは，本稿で示した解

決の原則が，共同訴訟の基本構造とは全く異なるものであることからもまた，

確認される。純粋に訴訟経済上の理由から複数の訴訟手続が統合される（79）こと

（76）少なくとも次のことがいえよう。即ち，第三者に及ぼされる判決効の種類が

　異なることによって，仲裁裁判所の構成の問題の取り扱いが有利・不利になる

　ことはない，ということである。したがって，既判力の第三者効（Drittwirkung

　derRechtskraft）が認められる事例においては，第三者と主たる当事者との間

　に訴訟上の同一は全く存在しない（κo％5so％1毎a．a，0．，S．124）が，確定される

　べき実体権の構造からそのように求められる場合には，一人の仲裁人が選定さ

　れる。例えば，会社債権者が，個人的に会社債務を保証している株主および公

　開会社に対して請求を申し立てる場合，これらの被申立人は，訴訟上の同一を

　構成するわけでも，被申立人間に必要的共同訴訟の関係があるわけでもない

　（K側sso％1ねa．a．0．，S．164－166参照）けれども，一人の仲裁人を選定しなけれ

　ばならない。仲裁裁判所が存在を確定すべき債務が，二つの請求において同一

　のものであるからである。

（77）　これについて，飾s6h，a．a．0．，S．46参照二「ド民訴第59条および60条所定の

　共同訴訟の要件は，国の機関たる裁判所における訴訟手続に対して適用される

　のであり，仲裁手続に妥当するものではない。」

（78）例えば，施δs6h6鵡Zum　ProblemderMehrparteienschiedsger互chtsbarkeit，

　S．186－187；これに続く，κ跳s毎a．a．0。（Fn．30），S．175－176．

（79）通常共同訴訟の本質はこの点にある。Soh娩礁ZivilprozeBrecht1992，§1611，

　RdnL662，S，373参照。
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も，実体法上または訴訟法上の理由から全ての共同訴訟人に対して統一的な判

断をする必要がある（80）ことも，実体法に基づく共同の処分効果に対しては，い

かなる影響も及ぼさない。そして，共通の仲裁人を選定する際の基準とされる

べきは，この処分効果なのである。

　更に，共同訴訟の構造に依拠することによっては，適切な結論を導き出すこ

とができない。この点は，共同事業体の構成員問の紛争に関する仲裁を扱った，

ギリシャ最高裁判所の判決にも現れている。ギリシャ最高裁は，複数の者が，

訴訟対象に関して権利もしくは債務の持分を有し，したがってこれらの者が共

同して訴えまたは訴えられることができる（ギ民訴74条）場合には，これらの

者は，一人の共通の仲裁人を選定しなければならない（81），と判断した。構成員

相互間に相反する利害関係が存在することについては，ギリシャ最高裁は，本

件が通常共同訴訟にあたることを重視して，考慮しなかった。しかしながらこ

の点は，学説の強い批判を受けることになった（82）。

　一方，ギリシャの裁判所が共同訴訟という基準を放棄し，仲裁当事者間の相

反する利害関係を考慮に入れた事例（83）も存在する。その事例の第一審裁判所

は，各仲裁当事者の独自の仲裁人を選定する権利を確定するためには，仲裁契

約が締結された時点で，これらの当事者問に別個の，かつ相矛盾する利害関係

が存在したかどうかを確認しなければならない，と判示した。更に，単に共同

訴訟であることだけで，共通の仲裁人の選定が理由付けられることはない，と

も述べた。この判断は，仲裁裁判所の構成の問題全体を，民事訴訟における共

同訴訟の構造から切り離した点において，多数当事者関与の仲裁の問題にとっ

て非常に有意義な貢献をしたといえる。このように二つを切り離すことによっ

てはじめて，仲裁制度の本質および理論上の独立性を特に考慮に入れた基準と

（80）　このことは，必要的共同訴訟の事例一般に見られる特徴であると考えられる。

　ノ～os6励6碧／S6h～槻δ／Oo≠如α1鳳ZPR，15．AufL，1993，§491，S．2501E－E

　隔励己Die　Rechtsfolgen　der　notwendigen　Streitgenossenschaft　unter　beson－

　derer　BerUcksichtigung　der　unterschiedlichen　Grun（ilagen　ihrer　beiden

　Altemativen1988，S．4，13－14参照。

（81）　Areopag1381／1980Dike1981，187＝Nomikon　Vema1981，685－686．

（82）Eo観o嘘o⑤Dike12（1981），195－196（griech．）；46鳳．Die　Mehrparteien－

　schiedsgerichtsbarkeit　und　das　Urteil　des　Areopags1381／1980，Nomikon

　Vema29（1981），1458－1459（griech．）．

（83）LG　Piraus727／1987Dietisia1（1992），72f£，75，78．これに賛同する評釈と

　して，Fo％sめ％ho㊧79－83（griech．）．
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解決策を作ることが可能となる。本稿で述べた基準や解決策は，まさにこのよう

にして導き出されたものである。

　＊　アテネ大学講師ステリオス・タスリス氏（Lektor　Dr．Sterios　Koussoulis）

は，1994年9月27日シンポジウムにおいて「多数当事者関与の仲裁」について報

告をした。それをさらに詳細に論じた論文は，ZZP107Band，Heft2（1994）S．

195－210にFragen　zur　Mehrparteienschiedsgerichtsbarkeit，insbesondere

zur　Bestellung　der　Schiedsrichterとして掲載されている。本稿はこの論文の

翻訳である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　翻訳担当　西澤　繭美

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　早稲田大学助手


